
 

 

5. 不動産 
(1) 不動産の見方 

(a) 不動産登記 
登記事項証明書は、だれでも登記所で取得することができま
す。登記事項証明書は、表題部、権利部（甲区）、権利
部（乙区）で構成されています 

図表 61 登記事項証明書の内容 
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(b) 公信力と対抗力 
公信力 登記に公信力はありません 
対抗力 登記がなければ第三者に対抗することは

できません 
(c) 内法面積と壁芯面積 

物件の広告
は壁芯面積
が 使 わ れ 、
登記では内
法面積が使
われます 

(2) 不動産の取引 

(a) 不動産の価格 
不動産の価格には公示価格、基準地価格、相続税評価
額、固定資産税評価額の 4 種類があります 

図表 62 不動産の価格の種類と特徴 

 
実勢価格（取引が成立した価格等）は上記 4 種類のいず
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れでもありません。不動産の価格は、1 物 5 価（ひとつのもの

で 5 種類の値段がある）状態です 

(b) 宅地建物取引業法 
図表 63 不動産取引の契約形態 

 
(c) 手付と解約 

図表 64 手付の後に解約できるときとそのコスト 
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(3) 不動産の賃貸 

図表 65 普通借家契約と定期借家契約 

 
(4) 不動産に関する法令上の規制 

(a) 建ぺい率 
建ぺい率は、敷地面積（建物を建てる土地の面積）に対
する建築面積（建物を真上から見たときの面積）の割合の
ことです 
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図表 66 建ぺい率とは 

 
建築基準法の改正より、準防火地域の耐火・準耐火建築
物の建ぺい率が 10％緩和されました 

図表 67 建ぺい率の緩和 

 
(b) 容積率 
容積率は、知基地面積に対する各階の床面積の合計（延
べ床面積）の割合のことです 
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図表 68 容積率とは 

 
(c) 2 項道路とセットバック 

建築基準法では、4m 以上の幅員の道路に 2m 以上接し

ていなければならない（接道義務）ことになっています。前面
道路の幅員が 4m に満たないときは、一定部分を敷地として

使うことができなくなります 
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図表 69 セットバックの概要 

 
(d) 複数の地域にまたがる場合の計算 

図表 70 複数の地域にまたがる場合の制限 
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(e) マンション等の規制 
 区分所有法 5 
マンションなどの区分所有建物については、区分所有法という
法律があります 

図表 71 区分所有建物の構成要素 

 

 
5 区分所有法制の見直しについては、法務省の法制審議会で 2024

年 1 月 16 日に区分所有法制の改正に関する資料が全会一致で決

定されました。今後、国会で審議され、法律が改正されると改正される
見込みです 
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 マンション等の建て替え 
図表 72 マンションの建て替えに必要な要件 

 
(5) 不動産の取得・保有に係る税金 

(a) 不動産取得税 
不動産取得税は、都道府県税です。法人の合併や相続の
場合には非課税になります。2024 年 4 月 1 日から相続

登記の申請が義務化されました 
(b) 登録免許税 
登録免許税は、登記を受ける人が納税義務者となる国税で
す 
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(c) 固定資産税の軽減措置 
図表 73 土地に関する軽減措置 

 
図表 74 建物に関する軽減（新築住宅） 

 
図表 75 建物に関する軽減 

【新築中高層（3階建以上）耐火建築物】 

 
(6) 不動産の譲渡に係る税金 

(a) 譲渡所得 
不動産の売却に関しては、譲渡所得として所得税の課税対
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象になります 
譲渡所得金額＝総収入金額－（取得費＋譲渡費用） 

取得費が不明なときは、譲渡価額の 5%相当額を取得費と

することができます 
(b) 居住用財産の 3,000 万円の特別控除 

マイホーム（居住用財産）を売ったときは、所有期間の長
短に関係なく譲渡所得から最高 3,000 万円まで控除がで

きます 
(c) 空き家を売却したときの特例 
相続または遺贈により取得した被相続人居住用家屋または
被相続人居住用家屋の敷地等を、令和 9 年 12 月 31 日

までの間に売って、一定の要件に当てはまるときは、譲渡所
得の金額から最高 3,000 万円まで控除することができます 

(d) 居住用財産の長期譲渡所得の特例 
マイホーム（居住用財産）を譲渡（売却）し、譲渡した年
の 1 月 1 日で、譲渡資産の所有期間が 10 年超の場合、

6,000 万円以下の部分について、軽減税率（10.21%）

を適用することができます 
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